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◆貸借対照表
（単位：百万円）

資　産 ２０２０年度末
（令和３年３月３１日）

２０２１年度末
（令和４年３月３１日） 負債及び純資産 ２０２０年度末

（令和３年３月３１日）
２０２１年度末

（令和４年３月３１日）

現金 ２，２４２ ２，６６４ 預金積金 ２１５，１７９ ２２０，４０１
預け金 ６４，９４１ ６８，７７５ 　当座預金 ６，１００ ７，４１５
買入金銭債権 ２９５ ２３７ 　普通預金 １０４，７５１ １１１，６５１
有価証券 ８６，６４３ ８５，８２９ 　貯蓄預金 ７２３ ７４７
　国債 ８，５７２ ７，３７０ 　通知預金 － －
　地方債 ３，３７７ ３，３５２ 　定期預金 ９５，４８５ ９３，４１４
　社債 ３８，９４４ ３９，５６５ 　定期積金 ６，５７８ ５，７０６
　株式 ２４６ ２６ 　その他の預金 １，５４０ １，４６５
　その他の証券 ３５，５０１ ３５，５１４ その他負債 ２６２ ２８０
貸出金 ７２，５８６ ７２，７９２ 　未決済為替借 ３２ ３４
　割引手形 ５０１ ５２６ 　未払費用 ５７ ６５
　手形貸付 ４，１８１ ３，８３５ 　給付補塡備金 ０ ０
　証書貸付 ６３，１０３ ６３，４０８ 　未払法人税等 ０ ０
　当座貸越 ４，７９９ ５，０２１ 　前受収益 ３１ ２９
その他資産 １，４７７ ２，７２１ 　払戻未済金 ９ ６
　未決済為替貸 ２０ １７ 　払戻未済持分 ０ ０
　信金中金出資金 １，０１１ １，０１１ 　職員預り金 ７７ ７９
　前払費用 ４ ４ 　リース債務 － －
　未収収益 ３０４ ３３０ 　資産除去債務　 ３４ ３０
　その他の資産 １３７ １，３５７ 　その他の負債 １７ ３２
有形固定資産 １，３０９ １，２１７ 賞与引当金 ７４ ７１
　建物 ６７１ ６２０ 退職給付引当金 ４３８ ４２２
　土地 ４７１ ４４４ 役員退職慰労引当金 ７２ ７４
　リース資産 － － 睡眠預金払戻損失引当金 １１ ６
　建設仮勘定 － 　－ 偶発損失引当金 １１３ １４６
　その他の有形固定資産 １６７ １５１ 繰延税金負債 ２１７ －
無形固定資産 ２１ ３０ 再評価に係る繰延税金負債 ８ ７
　ソフトウェア １２ ２１ 債務保証 ５１１ ４５６
　その他の無形固定資産 ８ ８ 負債の部合計 ２１６，８８９ ２２１，８６７
前払年金費用 － － 出資金 ７３８ ７３２
繰延税金資産 － ５ 　普通出資金 ７３８ ７３２
債務保証見返 ５１１ ４５６ 利益剰余金 ９，６５０ ９，８５６
貸倒引当金 △２，０２４ △２，０６０ 　利益準備金 ７４８ ７３８
（うち個別貸倒引当金） △１，６３４ △１，７２９ 　その他利益剰余金 ８，９０２ ９，１１７
投資損失引当金 － △０ 　　特別積立金 ９，５００ ８，８００

　　当期未処分剰余金 △５９７ ３１７
処分未済持分 △７ △６
会員勘定合計 １０，３８２ １０，５８２
その他有価証券評価差額金 ７０９ １９８
土地再評価差額金 ２２ ２０
評価・換算差額等合計 ７３１ ２１８
純資産の部合計 １１，１１３ １０，８００

資産の部合計 ２２８，００３ ２３２，６６８ 負債及び純資産の部合計 ２２８，００３ ２３２，６６８
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※貸借対照表・注記
 １． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
 ２．  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、そ
の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

 ３．  有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

  建　物　１５～３９年
  その他　２～６０年
 ４．  無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に基

づいて償却しております。
 ５．  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 
 ６． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
   破産、特別清算、銀行取引停止処分等法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載され

ている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、破綻先と同等の状況にある債務者
（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、
現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証等による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。

  上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店（営業関連部署）並びに融資部が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。
   なお、破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額か

ら直接減額しており、その金額は１３９百万円であります。
 ７． 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
 ８－１．  退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の

算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用
処理方法は次のとおりであります。

  過去勤務費用　　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１０年）による定額法により損益処理
  数理計算上の差異　：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理
 ８－２．  当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
  なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
 　　　　（１） 制度全体の積立状況に関する事項（令和３年３月３１日現在）
  　　　年金資産の額 １，７３２，９３０百万円
  　　　年金財政計算上の数理債務の額と
  　　　　　最低責任準備金の額との合計額 １，８１７，８８７百万円
  　　　差引額 △８４，９５７百万円
 　　　　（２） 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和３年３月分）
  　　　０．１７０６％
 　　　　（３） 補足説明
    上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１７８，４６９百万円（及び基本金９３，５１１百万円）であります。本制度における過去勤務債務の償

却方法は期間１９年０ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金３２百万円を費用処理しております。
    なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記（２）の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
 ９．  役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上

しております。
 １０．  睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計

上しております。
 １１．  偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため将来の負担金支払見込額を計上した他、元職員の使用者責任に伴う賠償請求に備えるため必要額を計上し

ております。
 １２．  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等償却を行って

おります。
 １３． 会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありません。
 １４． 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額２１百万円
 １５． 有形固定資産の減価償却累計額２，６７５百万円
 １６．  信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還

及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、
「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付を行っている場合のその有価証券（使用賃借又
は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 ５６０百万円
  危険債権額 ３，８１９百万円
  三月以上延滞債権額 ０百万円
  貸出条件緩和債権額 ３３８百万円
  合計額 ４，７１８百万円
   破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準

ずる債権であります。
   危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債

権で破産更生債権及びこれらに準する債権に該当しないものであります。
   三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの

であります。
   貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
 １７．  手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分でき

る権利を有しておりますが、その額面金額は５２６百万円であります。
 １８． 担保に供している資産は次のとおりであります。
  歳入代理店担保として　有価証券５００百万円　、公金収納事務取扱担保及び新潟県農業信用基金協会保証の負担金として現金１０百万円を差し入れております。
  また、為替決済の取引の担保として預け金（定期預金）５，０００百万円、当座貸越の根担保として預け金（定期預金）４，０００百万円を差し入れております。
 １９．  土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、旧高田信用金庫は事業用土地の再評価を行っております。合併により当該再評価を引き継ぎ、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額７百万円を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額２０百万円を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

  再評価を行った年月日　平成１４年３月３１日
  同法律第３条第３項に定める再評価の方法
   土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。
  　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額は、当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を９百万円上回っております。
 ２０． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は９０百万円であります。
 ２１． 出資１口当たりの純資産額７，４３９円４５銭
 ２２． 金融商品の状況に関する事項
 　　　　（１） 金融商品に対する取組方針
    当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（Ａ

ＬＭ）をしております。
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 　　　　（２） 金融商品の内容及びそのリスク
    当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的

及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。一方、金融負債は主と
してお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。また、変動金利の預金についても、金利の変動リスクに晒されております。

 　　　　（３） 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当金庫は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、
問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるリスク管理委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。有価証券
の発行体の信用リスクに関しては、資金部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
（ⅰ） 金利リスクの管理

当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
ＡＬＭに関する規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、理事会におい
て実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
日常的には資金部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで理事会に
報告しております。

（ⅱ） 為替リスクの管理
当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

（ⅲ） 価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、統合的リスク管理基本方針に基づき、理事会の監督の下、市場リスク管理要領に従い行われております。
このうち、資金部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
これらの情報は資金部を通じ、理事会及びリスク管理委員会において定期的に報告されております。

（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
当金庫では、「預け金」、「有価証券」のうち債券及び投資信託、「貸出金」、「預金積金」の市場リスク量をＶａＲにより月次で計測し、取得したリスク量及び有価証
券の評価損益がリスク限度額の範囲内となるよう管理しております。
当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有期間２４０日、信頼区間９９％、観測期間５年）により算出しており、令和４年３月３１日現在で当金庫の市場リスク量（損失額の
推計値）は全体で３，８１４百万円です。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況
下におけるリスクは補足できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

　　　　（４）  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

 ２３． 金融商品の時価等に関する事項
   令和４年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

 　　　　（注１）金融商品の時価等の算定方法
  金融資産
 　　　　（１） 預け金
    満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごとに、

新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
 　　　　（２） 有価証券
   株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
   なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２４、２５に記載しております。
 　　　　（３） 貸出金
    貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載

しております。
  　　① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒

引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
  　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
  　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた価額
  金融負債
 　　　　（１） 預金積金
    要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・

フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、市場金利から求めたスポットレートを用いています。
 　　　　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

 　　　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）
　 貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

（１）預け金（＊１） ６８，７７５ ６９，１６６ ３９１
（２）有価証券

　　満期保有目的の債券 ３４，１８３ ３３，６８１ △ ５０１
　　その他有価証券 ５１，６１９ ５１，６１９ －

（３）貸出金（＊１） ７２，７９２
　　貸倒引当金（＊２） △ ２，０６０
　 ７０，７３１ ７３，０４１ ２，３０９

金融資産計 ２２５，３０９ ２２７，５０８ ２，１１９
（１）預金積金（＊１） ２２０，４０１ ２２０，４０８ ７

金融負債計 ２２０，４０１ ２２０，４０８ ７
（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（単位：百万円）

区　　　分 貸借対照表計上額
　非上場株式（＊１） ２６
　組合出資金（＊２） １，０１７

合　　　計 １，０４４
（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

（単位：百万円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超
　預け金 １４，９００ ４５，７００ － ２，５００
　有価証券 ８，０８３ １６，５９５ １５，７０３ ４５，１０６
　　満期保有目的の債券 １，１９９ ６，７７２ ５，８００ ２０，４１１
　　その他有価証券 ６，８８４ ９，８２２ ９，９０３ ２４，６９５
　貸出金（＊） １２，５７３ ２２，７３４ １３，５１０ １８，４４６

合　　計 ３５，５５６ ８５，０２９ ２９，２１４ ６６，０５３
（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。
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 　　　　（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額

 ２４． 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

 ２５． 当事業年度中に売却したその他有価証券

 ２６．  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１２，８５８百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが６，４０７百万円
あります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュフローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金
庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

 ２７． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
  繰延税金資産
  　税務上の繰越欠損金 ７２百万円
  　貸倒引当金損金算入限度超過額 ５２３百万円
  　減価償却超過額 １９百万円
  　資産除去債務 ８百万円
  　減損損失否認償却超過額 １５９百万円
  　退職給付引当金 １１６百万円
  　その他 ８９百万円
  　繰延税金資産小計 ９９０百万円
  　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △７２百万円
  　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △８３６百万円
  　評価性引当額小計 △９０８百万円
  　繰延税金資産合計 ８１百万円
  繰延税金負債
  　その他有価証券評価差額金 ７５百万円
  　繰延税金負債合計 ７５百万円
  　繰延税金負債の純額 ５百万円
　　　　（注１）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 ２８． 会計方針の変更
   企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）（以下、「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、消費税等の会計処理を

税込方式から税抜方式へ変更しております。この変更による財務諸表への影響は軽微であります。
   なお、収益認識会計基準第８９項に定める経過的な取扱いに従い、当事業年度の期首より前までに税込方式に従って消費税等が算入された固定資産等の取得原価から消費税

等相当額を控除しておりません。

（単位：百万円）
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 ２１８ ７ ６
債券 １９８ ０ －
　国債 １９８ ０ －
　社債 － － －
その他 ５，２１３ ５９ １０５

合　計 ５，６３１ ６８ １１２

当事業年度（令和４年３月 31 日） （単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超 合　　計

税務上の繰越欠損金 － － － － － ７２ ７２
評 価 性 引 当 金 － － － － － ７２ ７２
繰 延 税 金 資 金 － － － － － － －

（＊）税務上の繰越欠損金は、法定実行税率を乗じた額であります。

（単位：百万円）
　 種　　類 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 ９０ ９０ ０
その他 １２，７７７ １３，１３４ ３５７

小　計 １２，８６７ １３，２２５ ３５７

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 － － －
その他 ２１，３１６ ２０，４５６ △ ８５９

小　計 ２１，３１６ ２０，４５６ △ ８５９
合　　　計 ３４，１８３ ３３，６８１ △ ５０１

満期保有目的の債券

（単位：百万円）
　 種　　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 － － －
債券 ２９，８０９ ２９，０５６ ７５２
　国債 ４，５８２ ４，０５８ ５２３
　地方債 ３，３５２ ３，３２３ ２８
　社債 ２１，８７４ ２１，６７４ ２００
その他 １，０８５ １，０６９ １６

小　計 ３０，８９４ ３０，１２５ ７６９

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －
債券 ２０，３８９ ２０，８８０ △ ４９１
　国債 ２，７８８ ２，８９８ △ １０９
　地方債 － － －
　社債 １７，６００ １７，９８１ △ ３８１
その他 ３３５ ３３９ △ ３

小　計 ２０，７２４ ２１，２１９ △ ４９４
合　　　計 ５１，６１９ ５１，３４４ ２７４

その他有価証券

（単位：百万円）
　 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

預金積金（＊） ２１０，７２４ ９，３４８ － ３２８
合　　計 ２１０，７２４ ９，３４８ － ３２８

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めております。


